
事業番号 0218
　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(農林水産省)

事業名 森林整備地域活動支援交付金 担当部局庁 林野庁 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

森林・林業基本法第12条第2項
森林・林業再生プラン

京都議定書目標達成計画

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

   間伐などの森林の手入れを行う上で必要な森林情報の把握などを支援し、間伐などの森林の手入れの推進に資することを目
的としている。

事業開始・
終了(予定）年度 平成19年度～平成28年度 担当課室 経営課

経営課長
松原明紀

会計区分 一般会計 施策名 森林の有する多面的機能の発揮

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　森林施業の集約化を促進しつつ適切な森林整備の推進を図り、森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林所有者等に
よる森林情報の収集活動、境界の明確化等の以下の地域活動に対する支援を実施する。

①．森林の現状を調査する測量などの活動に対し１ｈａ当たり１５，０００円を交付
②．①の取組に加えて、森林の境界を調査する活動に対して、地元の森林の事情に詳しい人の応援を得る場合
   １ｈａ当たり２４，０００円、それ以外の場合２０，０００円を交付
③．間伐などの手入れを行おうとする森林において、境界をはっきりさせるために杭を打ったり、手入れを行う人の
   通路を整備する活動に対し１ｈａ当たり５，０００円を交付

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 7,107 5,437 0 3,000 2,850

補正予算 -1,100 3,125 0 0 0

繰越し等 － － － － －

執行額 5,122 8,539 －

計 6,007 8,562 0 3,000 2,850

20年度 21年度

％ 100 106

執行率（％） 85% 100% －

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度
22年度
※見込

23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（各年度）

間伐実施面積

成果実績 千ha 548 585 550

達成度

成果指標 単位

―

( 2,454) (  1,436  )

単位当たり
コスト

3,519（円／ｈａ） 算出根拠 Ｈ22年度基金取崩見込額 6,675,327千円÷実施見込面積 1,897千ha

地域活動実施面積

活動実績

（当初見込
み）

千ha
1,674 1,842 1,897

2,850
・基金残高を有効に活用し、事業量に対する不足額のみを予算要求。
・新たな計画制度に合わせた取組に支援内容を重点化。

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

森林整備地域活動支
援交付金

3,000

計 3,000 2,850

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

※市町村と実施者の差額（５９百万円）は市町村推進事務に係る額である

Ａ．都道府県（４４道府県）
（６，６７５百万円）

農林水産省

（０百万円※）

Ｂ．市町村（９７８市町村）
（６，６７０百万円）

①  実施者から提出される各報告書等の審査・現
　地確認等を行う
②  ①において適切と認められる実施者に対し交
　付金の交付を行う

①  市町村を通じて地域活動の実施者に支払う経費
  について市町村へ交付金の交付を行う。

②  交付金を適切かつ円滑に交付するための担当
　者会議等を行う

※都道府県と市町村の差額は、都道府県推進事務に係る経費（５百万円）である。

平成22年度末残高５，２２４百万円

※平成22年度は事業仕分けの結果、予算計上を見送ったことから、都道府県に造成された基金を活用。

森林整備地域活動支援基金

６，６７５百万円

前年度より繰入

　 施業の集約化のために必要となる森林情報の収集や
　 境界の明確化などの地域活動を行う

Ｃ．実施者（１３，３６２件）
（６，６１１百万円）



目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 平成22年度活動実績について、集約化活動面積が見込
みを大幅に下回ってしまったところであるが、平成23年
度予算要求時点においてH22年の事業見込み額を見直
した上で求めた基金残高を元に不足額の要求を行った
ところであり、この時の見込みからは大きくかけ離れてい
ないところ。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

　本事業は、活動実績については、見込みに見合ったものとなっていない。また、森林整備地域活動支援基金の２２年度末残高が
５２億円となっている。以上のことから「活動が活性化するような支援方策の見直し」、「基金への積増しの抑制」を行うべきであり、
本事業としては「一部改善」とする。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

   本制度開始前（H4～H13）における間伐実施面積の年間平均は２４万ｈａであったのに対し、本制度開始後（H14～H19）には年間平均31万
ｈａまで増加したところ。また、京都議定書の温室効果ガス削減約束を達成するため毎年55万ｈａ（平成19年度から6年間で330万ｈａ）の間伐
等の森林整備が必要となる中、本制度の活用により、杭を打つなどにより境界がはっきりし、山の手入れを行う森林所有者等が通う道が整
備された森林が確保され、間伐等の森林整備に貢献してきた。
　活動実績が見込を下回り、基金残高が大きくなっていたことから、平成22年度は予算計上を見送り基金残高のみで事業を実施し、平成23
年度についても、基金残高を活用することにより予算額の圧縮を図ったところ。
　また、集約化活動が見込みを大きく下回ってきたことから、平成23年度については、集約化に係る活動の内容を整理し直し、その一部を支
援していたものから、集約化に必要な一連の活動を段階的に支援する方式に見直すなどの改善を図ったところ。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

   本事業の平成24年度概算要求については、基金残高を有効に活用し、事業量に対する不足額分のみを予算要求した。
   また、支援内容についても、新たな森林経営計画制度の施行に合わせ、森林の経営の委託を受けて森林経営計画を作成し、計画的に集約化
施業を行う取組を重点的に支援をすることとした。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

「事業仕分け第１弾」（平成21年11月）
〈事業番号/事業名〉
3-46　森林所有者向け支援（森林整備地域活動支援交付金）

〈結果〉
来年度の予算計上は見送り

〈とりまとめコメント〉
　集計の結果、廃止が3名、予算計上見送りが4名、予算要求の縮減が5名となり、縮減の内訳は半額1名、1/3縮減が3名、2割縮減が1名であっ
た。平成21年度の基金残高を活用することで十分対応できるという意見が圧倒的であったので、当ＷＧとしては、来年度の予算計上は見送りと
の結論とする。

※市町村と実施者の差額（５９百万円）は市町村推進事務に係る額である

Ａ．都道府県（４４道府県）
（６，６７５百万円）

農林水産省

（０百万円※）

Ｂ．市町村（９７８市町村）
（６，６７０百万円）

①  実施者から提出される各報告書等の審査・現
　地確認等を行う
②  ①において適切と認められる実施者に対し交
　付金の交付を行う

①  市町村を通じて地域活動の実施者に支払う経費
  について市町村へ交付金の交付を行う。

②  交付金を適切かつ円滑に交付するための担当
　者会議等を行う

※都道府県と市町村の差額は、都道府県推進事務に係る経費（５百万円）である。

平成22年度末残高５，２２４百万円

※平成22年度は事業仕分けの結果、予算計上を見送ったことから、都道府県に造成された基金を活用。

森林整備地域活動支援基金

６，６７５百万円

前年度より繰入

　 施業の集約化のために必要となる森林情報の収集や
　 境界の明確化などの地域活動を行う

Ｃ．実施者（１３，３６２件）
（６，６１１百万円）



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

※市町村と実施者の差額（５９百万円）は市町村推進事務に係る額である

Ａ．都道府県（４４道府県）
（６，６７５百万円）

農林水産省

（０百万円※）

Ｂ．市町村（９７８市町村）
（６，６７０百万円）

①  実施者から提出される各報告書等の審査・現
　地確認等を行う
②  ①において適切と認められる実施者に対し交
　付金の交付を行う

①  市町村を通じて地域活動の実施者に支払う経費
  について市町村へ交付金の交付を行う。

②  交付金を適切かつ円滑に交付するための担当
　者会議等を行う

※都道府県と市町村の差額は、都道府県推進事務に係る経費（５百万円）である。

平成22年度末残高５，２２４百万円

※平成22年度は事業仕分けの結果、予算計上を見送ったことから、都道府県に造成された基金を活用。

森林整備地域活動支援基金

６，６７５百万円

前年度より繰入

　 施業の集約化のために必要となる森林情報の収集や
　 境界の明確化などの地域活動を行う

Ｃ．実施者（１３，３６２件）
（６，６１１百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.北海道 E.

費　目 使　途

交付金 市町村推進事務費の交付 5

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

交付金 交付金の交付 705

推進費 推進事務の実施 0.3

B.大野市（福井県） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 710 計 0

推進費 市町村推進事務の実施 0.1

交付金 交付金の交付 152

C.（社）ふくい農林水産支援センター G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 152 計 0

交付金 森林の現況の調査や測量、歩道の整
備などの地域活動の実施

436

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 436 計 0

計 0 計 0

※市町村と実施者の差額（５９百万円）は市町村推進事務に係る額である

Ａ．都道府県（４４道府県）
（６，６７５百万円）

農林水産省

（０百万円※）

Ｂ．市町村（９７８市町村）
（６，６７０百万円）

①  実施者から提出される各報告書等の審査・現
　地確認等を行う
②  ①において適切と認められる実施者に対し交
　付金の交付を行う

①  市町村を通じて地域活動の実施者に支払う経費
  について市町村へ交付金の交付を行う。

②  交付金を適切かつ円滑に交付するための担当
　者会議等を行う

※都道府県と市町村の差額は、都道府県推進事務に係る経費（５百万円）である。

平成22年度末残高５，２２４百万円

※平成22年度は事業仕分けの結果、予算計上を見送ったことから、都道府県に造成された基金を活用。

森林整備地域活動支援基金

６，６７５百万円

前年度より繰入

　 施業の集約化のために必要となる森林情報の収集や
　 境界の明確化などの地域活動を行う

Ｃ．実施者（１３，３６２件）
（６，６１１百万円）



支出先上位１０者リスト
A.都道府県

B.市町村

C.実施者

10 かごしま森林組合 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 57 － －

4 兵庫みどり公社 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 158 － －

8 （財）山梨県林業公社 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 64 － －

9 森林整備法人（岡山県） 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 58 － －

6 秋田県林業公社 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 71 － －

7 石川県林業公社 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 64 － －

3 耳川広域森林組合（宮崎県） 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 171 － －

5 九頭竜森林組合（福井県） 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 75 － －

1 （社）ふくい農林水産支援センター 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 436 － －

2 （社）島根県林業公社 森林情報の収集、境界の明確化等、集約化のための地域活動の実施 178 － －

10 岩国市（山口県） 地域活動実施者への交付金の交付 60 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8 南越前町（福井県） 地域活動実施者への交付金の交付 62 － －

9 檮原町（高知県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 61 － －

6 田辺市（和歌山県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 67 － －

7 郡上市（岐阜県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 63 － －

4 日田市（大分県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 82 － －

5 勝山市（福井県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 72 － －

2 美郷町（宮崎県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 118 － －

3 雲南市（島根県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 94 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大野市（福井県） 地域活動実施者への交付金の交付、推進事務の実施 152 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 福井県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 583 － －

1 北海道 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 710 － －

4 島根県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 325 － －

3 宮崎県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 439 － －

6 鹿児島県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 297 － －

5 高知県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 319 － －

8 兵庫県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 266 － －

7 秋田県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 273 － －

238 － －

9 大分県 市町村への交付金の交付、推進事務の実施 264 － －

10 岐阜県 市町村への交付金の交付

※市町村と実施者の差額（５９百万円）は市町村推進事務に係る額である

Ａ．都道府県（４４道府県）
（６，６７５百万円）

農林水産省

（０百万円※）

Ｂ．市町村（９７８市町村）
（６，６７０百万円）

①  実施者から提出される各報告書等の審査・現
　地確認等を行う
②  ①において適切と認められる実施者に対し交
　付金の交付を行う

①  市町村を通じて地域活動の実施者に支払う経費
  について市町村へ交付金の交付を行う。

②  交付金を適切かつ円滑に交付するための担当
　者会議等を行う

※都道府県と市町村の差額は、都道府県推進事務に係る経費（５百万円）である。

平成22年度末残高５，２２４百万円

※平成22年度は事業仕分けの結果、予算計上を見送ったことから、都道府県に造成された基金を活用。

森林整備地域活動支援基金

６，６７５百万円

前年度より繰入

　 施業の集約化のために必要となる森林情報の収集や
　 境界の明確化などの地域活動を行う

Ｃ．実施者（１３，３６２件）
（６，６１１百万円）


